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交通ネットワーク整備は家計の雇用機会と企業の交易量の増加を通じて、国土形成とその経済

発展に寄与するものと考えられている（Duranton and Turner, 2012；Duranton et. al., 2014）。そ

のため、交通ネットワーク整備は、政策当局においても重要な公共投資として位置づけられてい

る。しかし、理論的には、交通ネットワーク整備による輸送費用の低下は、都市経済活動の発展

に寄与する場合と衰退を助長する場合の相反する 2 つの理論予測が示されている。また、実証研

究においても、Duranton and Turner（2012）は、交通ネットワーク整備により接続したすべての

都市が成長することを示した一方で、Faber（2014）は接続した大都市周辺都市の衰退を招いたこ

とを示している。 

本研究は西日本を分析対象地域として、地方の周辺都市における交通ネットワーク整備の効果

に注目し、周辺都市と中心都市の接続が周辺都市の発展に寄与するかどうかを実証的に検証する。

具体的には、1991 年～2000 年に中心都市と高速道路で接続した地方の周辺都市はそうでない地

方の周辺都市と比較して 2005 年から 2015 年の 10 年間でどの程度経済的に成長したのかを分析

する。分析を行う上で国勢調査、工業統計調査及び国土数値情報による GIS ベースのデータを用

いて、1980 年～2015 年における 5 年毎の計 8 期間のパネルデータを作成した。 

交通ネットワーク整備と都市の経済発展に関する分析にはセレクションバイアスや逆因果など

の内生問題が存在する（Duranton and Turner, 2012; Faber, 2014）。本研究では Faber（2014）ら

が行った識別戦略を利用することで内生問題への対応を試みた。具体的には日本における高速道

路建設の処置のタイミングの変分を利用した FD-DID 推定を行い、さらに操作変数を利用するこ

とで逆因果から生じる内生問題に対処した。操作変数は経済変数に対して外生的である自然地理

的条件を利用し作成した。これらの操作変数は高速道路建設費用と高速道路利用者の時間費用を

最小化するような仮想的な建設ルートを示す変数である。よって、これらの操作変数は政策決定

者の意思決定に影響するが、（いくつかの主要な変数を制御した上では）外生的かつ除外制約を満

たしており、良い操作変数の条件を満たしていると考えられる。 

FD-DID 推定の結果、大都市圏と高速道路によって接続されたその周辺都市はそうでない周辺

都市と比較し、雇用、都市人口、事業所数が年率換算で 0.46～0.95％程度増加することが示され

た。しかし、FD-DID 推定による結果は高速道路建設の意思決定から生じる逆因果により、交通

ネットワーク整備の影響にバイアスが生じている可能性がある。そこで内生問題への対応として

上述の操作変数を利用し、DID-IV 推定を行った結果、大都市圏と高速道路によって接続されたそ

の周辺都市はそうでない周辺都市と比較し、雇用、都市人口、事業所数が年率換算で 1.5～3.3％

程度増加すると推定され、FD-DID 推定には下方バイアスが生じていたことが明らかになった。 

本研究で得られた結果は、交通ネットワーク整備が大都市圏と接続した地方都市の経済的発展

に寄与することを示している。さらに、本研究は交通ネットワーク整備（それに伴う輸送・交通

コストの低下）が、その影響は不均一であるものの、経済規模の異なるすべての接続した都市の

経済的発展を促すことを示している。 
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